
 附属明細書（既往債権管理勘定）  

 

１ 固定資産の取得、処分、減価償却費及び減損損失累計額の明細 

当期償却費 当期減損額

ソフトウェア 8,393,676,671 1,642,604,721 0 10,036,281,392 7,719,229,938 744,571,097 2,317,051,454

計 8,393,676,671 1,642,604,721 0 10,036,281,392 7,719,229,938 744,571,097 2,317,051,454

摘要

無形固定

資産

（単位：円）

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高

 

 

２ 有価証券の明細 
（単位：円)

区分 取得価額 時価 貸借対照表計上額
当該費用に

含まれた評価差額

その他有価証券

評価差額
摘要

その他有価証券 150,000,000,000 150,000,000,000 150,000,000,000 － －

計 150,000,000,000 150,000,000,000 150,000,000,000 － －
 

（注）銘柄ごとの明細は附属明細書（法人単位）に記載しています。 

 

３ 貸付金の明細 

回収額 償却額等

手形貸付 7,632,350,223 0 614,690,840 0 7,017,659,383

証書貸付 2,725,578,726,890 0 433,397,644,262 4,577,275,612 2,287,603,807,016 (注)

計 2,733,211,077,113 0 434,012,335,102 4,577,275,612 2,294,621,466,399

（注）当期減少額「償却額等」は、償却額のほか、債権売却損（10,061,646円）を含みます。

期末残高 摘要区分 期首残高 当期増加額

（単位：円)

当期減少額

 

 

４ 借入金（長期）の明細 
（単位：円)

区分 期首残高 当期増加 当期減少 期末残高

政府資金借入金 14,524,000,000 0 14,524,000,000 0

　財政融資資金 14,524,000,000 0 14,524,000,000 0

民間資金借入金 362,450,000,000 0 59,600,000,000 302,850,000,000

　住宅資金借入金 362,450,000,000 0 59,600,000,000 302,850,000,000

計 376,974,000,000 0 74,124,000,000 302,850,000,000  
（注）借入先ごとの明細は附属明細書（法人単位）に記載しています。 

 

５ 債券の明細 
（単位：円)

区分 期首残高 当期増加 当期減少 期末残高

貸付債権担保債券 307,354,708,503 0 145,218,308,503 162,136,400,000

一般担保債券 1,325,078,377,800 0 125,000,000,000 1,200,078,377,800

計 1,632,433,086,303 0 270,218,308,503 1,362,214,777,800  
（注）銘柄ごとの明細は附属明細書（法人単位）に記載しています。 
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６ 引当金の明細 

目的使用 その他

賞与引当金 108,604,564 107,718,596 108,604,564 0 107,718,596

保証料返還引当金 322,719,400 0 28,752,900 72,723,600 221,242,900 （注）

計 431,323,964 107,718,596 137,357,464 72,723,600 328,961,496

（単位：円)

区分 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要

 
（注）当期減少額「その他」は、期末時点における引当金算定の結果、取崩しとなったものです。 

 

７ 貸付金に対する貸倒引当金の明細 

期首残高 当期増減額 期末残高 期首残高 当期増減額 期末残高

2,733,211,077,113 △ 438,589,610,714 2,294,621,466,399 62,513,243,564 △ 4,989,679,516 57,523,564,048

正常先 2,332,092,428,872 △ 373,024,588,629 1,959,067,840,243 1,343,831,067 △ 30,291,211 1,313,539,856

要管理先以外の要注意先 49,873,944,186 △ 7,530,655,998 42,343,288,188 2,017,595,254 △ 535,949,464 1,481,645,790

要管理先 233,954,169,322 △ 44,559,764,865 189,394,404,457 4,598,358,051 △ 163,919,259 4,434,438,792

破綻懸念先 45,528,583,896 △ 6,955,848,879 38,572,735,017 6,658,962,363 △ 517,852,817 6,141,109,546

実質破綻先 43,052,871,777 △ 3,699,647,104 39,353,224,673 30,688,931,784 △ 2,190,583,469 28,498,348,315

破綻先 28,709,079,060 △ 2,819,105,239 25,889,973,821 17,205,565,045 △ 1,551,083,296 15,654,481,749

2,733,211,077,113 △ 438,589,610,714 2,294,621,466,399 62,513,243,564 △ 4,989,679,516 57,523,564,048

貸付金

計

（単位：円)

区分
貸付金の残高 貸倒引当金の残高

摘要

 

（注１）上記貸倒引当金は、仮払金及び未収利息に対する貸倒引当金を含みます。 

（注２）貸倒引当金の算定方法については、重要な会計方針の２に記載しています。 

 

８ 退職給付引当金の明細 
（単位：円)

期首残高 当期増加額 当期減少額（△）
勘定間異動に

伴う増減
期末残高 摘要

退職給付債務合計額 3,538,207,438 △ 247,047,497 △ 193,177,347 △ 216,064,060 2,881,918,534

退職一時金に係る債務 1,586,379,998 △ 15,831,489 △ 116,967,751 △ 94,942,254 1,358,638,504

確定給付企業年金に係る債務 1,951,827,440 △ 231,216,008 △ 76,209,596 △ 121,121,806 1,523,280,030

△ 71,568,302 342,387,569 74,378,426 △ 23,100,248 322,097,445

未認識過去勤務費用 △ 72,472,263 0 10,376,517 3,739,370 △ 58,356,376

未認識数理計算上の差異 903,961 342,387,569 64,001,909 △ 26,839,618 380,453,821

年金資産 △ 1,815,874,020 △ 55,029,545 76,209,596 112,632,876 △ 1,682,061,093

退職給付引当金 1,650,765,116 40,310,527 △ 42,589,325 △ 126,531,432 1,521,954,886

区分

未認識過去勤務費用及び

未認識数理計算上の差異

 

 

９ 預り補助金等の明細 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

預り災害復興住宅融資等緊急対策費補助金 5,257,817 0 2,040,000 3,217,817 （注１）

計 5,257,817 0 2,040,000 3,217,817 （注２）

（単位：円)

 
（注１）当期減少額は、平成23年度交付額から将来の活用見込み額を差し引いた残額を令和６年度に返納したことによるもの及び金銭

の信託（単独運用指定金銭信託）等に伴い発生する経費の取崩しによるものです。 
（注２）預り補助金等の期末残高は、預け金にて管理しています。 
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10 役員及び職員の給与の明細 

( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )
27,791 2 84 0

( 4,168 ) ( 1 ) ( 0 ) ( 0 )

1,236,677 141 143,927 8
( 4,168 ) ( 1 ) ( 0 ) ( 0 )

1,264,468 143 144,011 8

（単位：千円、人）

支給額 支給人員

役員

職員

合計

区分
報酬又は給与 退職手当

支給額 支給人員

 
（注１）役員に対する報酬及び退職手当の支給基準は、独立行政法人住宅金融支援機構役員報酬規程及び独立行政法人住宅金融支援機

構役員退職手当規程に定め、独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第50条の２第２項の規定に基づき、国土交通大臣及び
財務大臣に届け出るとともに、公表しています。 

（注２）職員に対する給与及び退職手当の支給基準は、独立行政法人住宅金融支援機構職員給与規程及び独立行政法人住宅金融支援機
構職員退職手当規程に定め、独立行政法人通則法第50条の10第２項の規定に基づき、国土交通大臣及び財務大臣に届け出るとと
もに、公表しています。 

（注３）支給人員数は、法人単位の年間平均支給人員を令和６年度末の各勘定別給与比率により按分した人数（小数点以下四捨五入）
を記載しています。 

（注４）上記支給額は、千円未満四捨五入で表示しています。 
（注５）報酬又は給与の支給額は、賞与及び諸手当を含みます。 
（注６）上段（ ）書きは非常勤職員であり別掲となっています。 

 

給与等の支給基準の概要 

 役員報酬基準の概要     理  事  長  1,145,000円 

               副 理 事 長   984,000円 

               理 事 長 代 理    939,000円 

               理       事   850,000円 

               監       事   770,000円 

を月額として支給しています。 

               その他の諸手当については、独立行政法人住宅金融支援機構役員報酬規程に基づき支給しています。 

 役員退職手当の概要     役員の退職手当は、独立行政法人住宅金融支援機構役員退職手当規程に基づき支給しています。 

職員給与基準の概要     職員の給与は、基本給及び諸手当としています。 

               給与は、独立行政法人住宅金融支援機構職員給与規程及び独立行政法人住宅金融支援機構再雇用職員 

               給与規程に基づき支給しています。 

 非常勤職員給与基準の概要  非常勤職員の給与は、基本給及び諸手当としています。 

               給与は、独立行政法人住宅金融支援機構再雇用職員給与規程に基づき支給しています。 

職員退職手当の概要     職員の退職手当は、独立行政法人住宅金融支援機構職員退職手当規程に基づき支給しています。  

 

11 開示すべきセグメント情報 
 

中期目標における事業区分に基づくセグメント情報は住宅資金融通等事業であり、住宅資金融

通等事業に係る計数は財形住宅資金貸付勘定、住宅資金貸付等勘定及び既往債権管理勘定の合計

値（一部、勘定相互間の相殺処理を実施）です。住宅資金融通等事業は、法人単位の附属明細書

「14 法人単位財務諸表と各勘定別財務諸表との関係」に記載しています。 

12 営業経費の明細

（単位：円）

金額 備考

人件費 1,634,106,615 基金掛金の事業主負担分を含みます。

管理旅費 9,373,750 法人全般にわたる計画、調整、管理等の一般管理業務のための旅費（一般管理費）

管理諸費 610,192,726 法人全般にわたる計画、調整、管理等の一般管理業務のための諸費用（一般管理費）

業務旅費 7,660,635
独立行政法人住宅金融支援機構法（平成17年法律第82号）附則第７条第１項第１号及び第２項に規定する業務の

執行のための旅費

業務諸費 538,504,728 独立行政法人住宅金融支援機構法附則第７条第１項第１号及び第２項に規定する業務の執行のための諸費用

その他 3,998,362,939

計 6,798,201,393  
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13 関係法人 

 

当事業年度末において、特定関連会社等に該当する法人はありません。 
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